
心身障害者の医療費の助成に関する条例施行規則 

昭和４８年３月３１日 

規則第１５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、心身障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年千葉市条例第２９号。以下「条

例」という。）第１０条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（社会保険各法） 

第２条 条例第２条第２項に規定する規則で定める社会保険各法（第１０条第１項第４号において単に「社

会保険各法」という。）とは、次の各号に掲げる法律をいう。 

（１）健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

（２）船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

（３）国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

（４）地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

（５）私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

（その他の法令） 

第３条 条例第４条第１項に規定する規則で定めるその他の法令とは、次の各号に掲げる法令をいう。 

（１） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）、感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成１０年政令第４２０号）及び感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成１０年厚生省令第９９号） 

（２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）、精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行規則（昭和２５年厚生省令第３１号） 

（３） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）、身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７

８号）及び身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号） 

（４） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）及び児童

福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号） 

（５）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）及び障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号） 

（６）その他医療費の一部について本人負担の規定されている法令 

（受給券の交付等） 

第４条 条例第６条第１項の規定による申請（第７条第２項において「交付申請」という。）は、心身障害

者医療費助成受給資格認定・受給券交付申請書（様式第１号。次項において「交付申請書」という。）に、

次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）被保険者証、被保険者手帳、組合員証又は加入者証、（第１０条第１項第２号において「被保険者証

等」という。）の写し 

（２）次のアからウまでに掲げる者の区分に応じ、当該アからウまでに定める書類 

   ア 条例第２条第１項第１号及び第２号に掲げる者 身体障害者手帳又は指定医の診断書 



イ 条例第２条第１項第３号に掲げる者 児童相談所若しくは知的障害者更生相談所の判定書又は療育

手帳 

   ウ 条例第２条第１項第４号に掲げる者 精神障害者保健福祉手帳 

（３）条例第３条第１項及び第２項に規定する対象者（以下単に「対象者」という。）の世帯の当該年度分

（４月から９月までの申請にあっては、前年度分）の市町村民税に係る課税状況、所得金額、控除額及

び扶養親族の数等の状況（以下「課税等状況」という。）を証する書類（市長が、対象者の同意を得て

市が保有する課税台帳等で課税等状況について確認できる場合を除く。） 

２  市長は、交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、対象者であると認めたときは、申請者に

対し、心身障害者医療費助成受給資格認定通知書（様式第２号。以下「認定通知書」という。）及び心

身障害者（児）医療費助成受給券（様式第３号。以下「受給券」という。）を交付し、対象者でないと

認めたときは、心身障害者医療費助成受給資格認定・受給券交付申請却下通知書（様式第４号）により

通知するものとする。 

（助成の期間） 

第５条 前条第２項の規定により助成の認定を受けた者に対する助成は、認定通知書に記載された認定期間

の開始の日の属する月の初日からその者が対象者でなくなった日の属する月（その日が月の初日である

ときは、その日の属する月の前月）の末日まで行うものとする。ただし、対象者が月の途中で本市に住

所を有することとなった場合においては、当該住所を有することとなった日から行うものとする。 

（受給券の有効期間） 

第６条 受給券の有効期間は、認定通知書に記載された認定期間の開始の日の属する月の翌月の初日からそ

の日後における最初の９月３０日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、条例第２条第１項第４号に該当する者（同項第１号から第３号までのいずれ

かに該当する者を除く。）であって、前項に規定する有効期間中に精神障害者保健福祉手帳の有効期間が

満了する者の受給券の有効期間は、当該精神障害者保健福祉手帳の有効期間が満了する日までとする。 

（受給券の更新） 

第７条 受給券の交付を受けている対象者が、受給券の更新をしようとするときは、当該受給券に記載され

た有効期間の末日の属する月の初日から末日までの間に市長に申請しなければならない。 

２ 前項の対象者が、交付申請を行う場合において、市長が当該対象者の課税等状況を調査すること（以下

「課税等状況調査」という。）について同意し、かつ、市が保有する課税台帳等で課税等状況について確

認できる場合においては、当該対象者は、前項の規定による申請をすることを要しない。交付申請を行う

場合において、課税等状況調査について同意しなかった者で、その後に同意することとしたものも同様と

する。 

３ 第４条及び前条の規定は、受給券の更新について準用する。この場合において、第４条第２項中「心身

障害者医療費助成受給資格認定通知書（様式第２号）及び心身障害者（児）医療費助成受給券」とあるの

は「心身障害者（児）医療費助成受給券」と、「心身障害者医療費助成受給資格認定・受給券交付申請却

下通知書（様式第４号）」とあるのは「心身障害者医療費助成受給資格喪失通知書（様式第５号）」と、

前条第１項中「受給券」とあるのは「第７条第３項において読み替えて準用する第４条第２項の規定によ

り交付を受けた受給券」と、「月の翌月の初日」とあるのは「年の１０月１日」と読み替えるものとする。 



４ 前項の規定にかかわらず、前条第２項の規定の適用を受ける対象者が受給券の更新をする場合にあって

は、当該更新後の受給券の有効期間の始期は、精神障害者保健福祉手帳の有効期間の満了日の翌日とする。 

（受給券の再交付） 

第８条 対象者は、受給券を汚損し、又は紛失した場合は、心身障害者（児）医療費助成受給券再交付申請

書（様式第６号）を市長に提出し、再交付を受けることができる。この場合において、汚損したときは、

その受給券を添付して提出しなければならない。 

２ 対象者は、受給券の再交付を受けた後において、紛失した受給券を発見したときは、速やかに発見した

受給券を市長に返還しなければならない。 

（受給券の返還） 

第９条 対象者は、対象者でなくなったときは、速やかに、心身障害者（児）医療費助成受給券返納届（様

式第７号）により、受給券を市長に返還しなければならない。 

（助成金交付申請） 

第１０条 条例第５条第４項の規定による申請は、心身障害者医療費助成金交付申請書（様式第８号）に、

次の各号に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）受給券 

（２）被保険者証等の写し 

（３）条例第４条第１項及び第２項に規定する医療費の額を証明する書類  

（４）国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）又は社会保険各法による療養費又は高額療養費の支給

を受けている場合は、それに関する証明書 

（５）第３条各号に掲げる法令による医療に関する給付がある場合は、それに関する証明書 

（６）他の法令等により国、地方公共団体等による医療の給付その他これに相当する給付を受けた場合及び

医療費に対する附加給付がある場合は、それに関する証明書 

２ 市長は、前項の規定による申請書等を受理したときは、その内容を審査し、助成を行うことを決定した

ときは、その旨を心身障害者医療費助成金交付決定通知書（様式第９号）により、助成を行わないことを

決定したときは、その旨を心身障害者医療費助成金交付申請却下通知書（様式第１０号）により、申請者

に通知するものとする。 

（届出） 

第１１条 対象者（対象者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第８７条に規定する死

亡の届出義務者）は、氏名、住所、加入している医療保険の種類若しくは振込指定口座、対象者の配偶者

若しくは扶養義務者に変更があったとき、又は対象者が助成を受ける資格を失ったときは、心身障害者医

療費助成対象者氏名・住所・口座・医療保険等変更及び喪失届（様式第１１号）に受給券を添付して、市

長に届け出なければならない。  

２ 市長は、前項の規定による届出を受理した場合において、受給券の記載事項を変更する必要があるとき

は、当該対象者に記載事項を変更した受給券を交付するものとする。 

（代理） 

第１２条 心身障害者医療費の助成に関する申請、届出その他の行為は、本人又はその代理人が行うものと

する。 

 



（委任） 

第１３条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和４８年４月１日から施行する。 

附 則（昭和４９年３月３０日規則第８号） 

この規則は、昭和４９年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５８年６月３０日規則第４８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５９年３月３１日規則第２４号） 

この規則は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年１０月１日規則第５６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５９年１２月２７日規則第７８号） 

この規則は、昭和６０年１月１日から施行する。 

附 則（平成元年４月１日規則第４１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成６年３月２９日規則第４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に作成された様式で、現に存するものは、なお当分の間、必要な箇所を修正して使用

することができる。 

附 則（平成６年１０月１３日規則第６３号） 

この規則は、平成６年１１月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月６日規則第８号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年９月１日規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年６月２４日規則第４７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１１年３月３１日規則第３５号） 

１ この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に作成された様式で、現に存するものは、なお当分の間、必要な箇所を修正して使用

することができる。 

附 則（平成１９年３月２８日規則第３２号） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に作成された様式で、現に存するものは、なお当分の間、必要な箇所を修正して使用

することができる。 



附 則 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の様式により調製した用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用す

ることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年１０月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、平成２１年４月１日から

施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前において心身障害者の医療費の助成に関する条例の

一部を改正する条例（平成２１年条例第１５号）による改正後の心身障害者の医療費の助成に関する条例

（昭和４８年千葉市条例第２９号。以下「改正後の条例」という。）第２条第４号に該当する者は、平成

２１年７月１日から同年９月３０日までの間に第２条の規定による改正後の心身障害者の医療費の助成に

関する条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第５条の規定による申請をすることができる。こ

の場合における改正後の規則第６条第１項の規定により受給資格があると認められた者に係る同項の規定

の適用については、同項中「認定申請書を受理した日の属する月の翌月（高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）の規定により医療の給付を受けていた者が、その資格を喪失した日の属す

る月に前条の規定による申請をした場合にあっては、その月）」とあるのは、「平成２１年１０月」とす

る。 

３ 施行日前において第２条の規定による改正前の心身障害者の医療費の助成に関する条例施行規則（以下

「改正前の規則」という。）第６条第１項の規定による心身障害者医療費受給資格証（以下「受給資格証」

という。）の交付を受けていない者（前項に規定する施行日前において改正後の条例第２条第４号に該当

する者を除く。）は、改正後の条例の規定による医療費の助成を受けようとするときは、平成２１年９月

１日から同月３０日までの間に改正後の規則第５条の規定による申請をしなければならない。 

４ 施行日前において第２条の規定による改正前の規則第６条第１項の規定による受給資格証の交付を受け

ている者は、改正後の規則第６条第３項の規定による受給資格証の更新を受けようとするときは、平成２

１年７月１日から同年９月３０日までの間に同項の規定による申請をしなければならない。ただし、市長

が公簿等により改正後の規則第５条第３号に掲げる書類の内容を確認できる場合は、同項の申請を要しな

い。 

５ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所

を修正して使用することができる。 

附 則（平成２６年１月３１日規則第５号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、２月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 



２ この規則による改正後の心身障害者の医療費の助成に関する条例施行規則（以下「新規則」という。）

の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の治療に係る医療費の助成について適用

し、施行日前の治療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行前に、この規則による改正前の心身障害者の医療費の助成に関する条例施行規則の規定

により、市長が行った決定その他の行為又は市長に対して行われた申請その他の行為で、この規則の施行

の際現に効力を有するものは、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ 心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成２７年千葉市条例第４２号。以下

この項において「改正条例」という。）附則第３項第１号の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

（１）この規則の施行の際現に改正条例による改正前の心身障害者の医療費の助成に関する条例（以下この

号において「旧条例」という。）第２条に規定する重度の心身障害者に該当している者で、旧条例による

医療費の助成を受けていないもの 

（２）この規則の施行の際現に市長が発行する療育手帳の交付の申請を行っている者で当該申請により当該

手帳の交付を受けることができるもののうち、改正条例による改正後の心身障害者の医療費の助成に関す

る条例第２条第１項第３号 に該当することが当該手帳の記載又は当該判定によって明らかなもの 

５ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所

を修正して使用することができる。 

（準備行為） 

６ 新規則第４条の規定による受給券の交付の手続その他この規則の施行に関し必要な行為は、施行日前に

おいても行うことができる。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所

を修正して使用することができる。 

 


